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支
援

災害被災者支援
洪水被害に見舞われたアフガニスタン、タジキスタンで
テントや毛布、通学に必要な文房具などを提供し、大地
震が発生したトルコでは衛生用品の配付や住宅支援な
どを行いました。日本国内の地震や豪雨の被災地では、
炊き出しを実施するとともに、飲料水などの物資の配
付、被災した福祉施設の運営再開支援などを実施しまし
た。

難民支援
REFUGEE ASSISTANCE

受益者数：
179,395人

事業規模（事業決算）：
総額 813,569,244円

福島県沖地震 福祉施設の復旧に向けて

2 0 2 0年2月に東日本大震災の余震と考えられる地震
（M7.3）が東北地方で発生しました。被害を受けた宮城・福
島両県の障がい福祉施設に飲料水や非常食などを届ける
とともに、破損した什器の提供と事業所の修繕などを行い
ました。

紛争や迫害、暴力などによって故郷を追われた難民／国内避難民の数は世界で約8,240万人（2021年6月UNHCR発表）に
上り、増加の一途を辿っています。難民を多く出している国は、シリア（約670万人）、ベネズエラ（約400万人）、アフガニス
タン（約260万人）で、いずれも長期化する紛争が大きく影響しています。受け入れ上位国は、トルコ（約370万人）、コロン
ビア（約170万人）、パキスタン（約140万人）、ウガンダ（約140万人）です。難民の86％が途上国に受け入れられています。

日本国内では、コロナ禍で収入が減少した福祉施設が少なくないなか、豪雨や地震の被害が施設の窮
状に追い打ちをかけました。海外でも経済的に困窮する人々が洪水や地震によって家を失い、さらなる
苦境に陥った心情は計り知れません。AARはいずれの災害でも、被災者が日常をいち早く取り戻せるよ
う、発災直後に出動したり現地にいる団体とともに物資を提供したりと、迅速な支援を展開しました。

たび重なる苦境を乗り越えられるように

シリア難民約3万人に情報提供や生計支援 トルコ

シリア

2012年よりシリアから流入した難民への支援を行っており、2020年度はトルコ国内3カ
所の事務所で、計29,942人を支援しました。新型コロナウイルスの影響によって公的
サービスが一部停止したりオンライン化されたりしたため、AARは政府からの通達を専用
HPや電話などを通じて難民に伝えるとともに、コロナに関する情報を発信するアラビア
語のサイトを作成しました。また、経済的に困窮した世帯に電子マネーを配付したり、子
どもたちに自宅で遊べるおもちゃを届けたりしたほか、ストレス軽減のための親子向け心
理カウンセリング、コロナの感染予防活動を実施しました。

親子サポートプログラムでは、スタッフが定
期的に連絡を取り、ストレス軽減の方法や自
宅でできる遊びを伝えるなどしました

空爆や砲撃にさらされるシリア国内の人々のために

長期化する紛争がもたらした農業への打撃と流通の遮断により、シリア国内では食糧が
絶対的に不足しています。AARは2014年以降、現地協力団体を通じて国内避難民と地域
住民に小麦粉や豆、油などを詰めた食料パックを届けています。今年度は約5万6千人
に、15,430箱を提供しました。 小麦粉や油、缶詰などを箱詰めし、協力団

体のスタッフが1軒1軒配付しています

緊急支援

EMERGENCY SUPPORT

▶シリアの国内避難民56,793人に食糧を配付
▶トルコで暮らすシリア難民および受け入れ地域住民29,942人を支援
▶バングラデシュでロヒンギャ難民など12,840人を支援

紛争や迫害により、住んでいた土地を離れて避難生活を送る難民／国内避
難民、避難先での定住を決めた元難民への支援を6カ国で実施しました。

東北地方で発生した地震で被災した福祉施設に飲料水などを提供しました

トルコ沖地震 被災者の生活を支援

2020年10月に発生した地震の
被 災 者 3 , 4 7 5 人 に 、現 地 団 体
Support to Lifeと協働で衛生用
品を配付。さらに、家屋が損壊した
世帯を支援するため、慢性疾患の
ある人や子どもがいる4世帯に約
5カ月分の家賃を補助しました。 衛生用品の配付準備を進める

様子ⓒSupport to Life

アフガニスタン 洪水被災者支援

2020年8月、アフガニスタンの中
部・東部で局地的な豪雨による
洪 水と鉄 砲 水 が発 生しました 。
障がい者や負傷者がいる世帯、
一家の稼ぎ手をなくした世帯な
ど50世帯にテントや毛布、ランプ
などの物資を届けました。 洪水で家が倒壊した世帯にテ

ントや毛布を支援

タジキスタン 被災児童の学びを支援

2020年5月、タジキスタン南部で
断続的に降った大雨により洪水
と土砂崩れが発生。被災し学用品
などが流されてしまった子どもた
ち120人に通学に必要な文房具
と制服、コロナ感染予防のための
マスクを提供しました。 被災した子どもたちにノートや

ペンなどの文房具を届けました

九州豪雨 炊き出しと福祉施設の再建支援

2020年7月に九州・中部地方を中心に発生した集中豪雨
（令和2年7月豪雨）を受け、熊本県の5カ所の避難所で炊き

出しを実施し、計2,891食を提供しました。熊本県、佐賀県、
福岡県では被災した障がい福祉施設や地域団体8カ所に支
援物資を配付。さらに、甚大な被害のあった熊本県の福祉施
設の再建支援として車両や冷蔵庫などを提供しました。「新
型コロナウイルスの影響下における国内緊急支援ガイドラ
イン」を策定し、感染防止策を徹底して支援にあたりました。

施設の再建に必要な車両や資機材を支援しました

佐賀事務所　大室 和也 増え続ける世界の難民の数

PICK UP

ミャンマーから逃れたロヒンギャ難民が暮らすバングラデシュ南東部コックスバザール県の避難民キャンプ
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2019年に確認された地雷・不発弾などによる死傷者は世界55カ国・地域で5,554人にも上り、子ども
を含む多くの一般市民が犠牲になっています（2020年11月、地雷禁止国際キャンペーン発表）。ＡＡＲ
は、爆発物の除去だけでなく、被害にあわない方法を伝える「回避教育」、地雷の被害者を含む「障が
い者支援」などの包括的な取り組みを継続しています。

後を絶たない地雷被害をなくすために

地雷・不発弾
対策

MINE ACTION

受益者数：
25,092人

事業規模（事業決算）：
総額 75,121,400円

障がい者支援
DISABILITY AND  DEVELOPMENT

受益者数：
16,336人

事業規模（事業決算）：
総額 200,162,131円

▶アフガニスタンで、42,440m2（テニスコート163面分）の地雷原が安全な土地に
▶シリアとアフガニスタンで計25,043人が地雷回避教育を受講

地雷や不発弾、簡易型の即席爆発装置（IED）などの危険から身を守るためのリスク
回避教育、被害者支援、イギリスの地雷除去NGO「ヘイロー・トラスト」を通じた地
雷除去に取り組んでいます。

障がいのある方々の経済的・精神的・社会的自立を支援する活動を通じて、「障がいがあっ
てもなくても、ともに支え合うことのできる社会」の実現を目指しています。地

雷
・
不
発
弾
対
策

障
が
い
者
支
援

爆発物の危険を伝え、身を守れるように シリア
シリア国内で避難生活を送る避難民と地域住民を対象に、地雷や不発弾などの爆発物による
事故や空爆の危険から身を守るためのリスク回避教育を実施し、計18,248人が受講しまし
た。講習会では、新型コロナウイルス感染予防の正しい知識を伝える啓発活動も行いました。

写真を多用し、わかりやすく伝えてい
ます

講習会やテレビ放映を通じた地雷回避教育 アフガニスタン
爆発物の危険性や回避方法を伝える地雷回避教育の地域指導員64人を育成し、指導員らに
よる講習会を161回実施しました。さらに、地雷回避に関する短編映画を活用した講習会や
テレビ放送を行ったほか、ラジオ番組の制作も進めました。

AARが育成した地域指導員が地雷回
避の講習を行います

自らの力で収入を得られるように ラオス
ウドムサイ県、サヤブリー県で、障がい者の収入向上のため、ナマズやカエルの育て方と販売方
法を指導するとともに、養殖に必要な資材や稚魚を提供しました。また、地方行政機関職員や住
民を対象に、障がいへの理解を深めるためのワークショップを実施したほか、障がい者が生計活
動で得られた成果や課題を住民に共有するイベントを開催し、計426人を支援しました。

生計向上のためのイベントでは、料理
にも挑戦しました

障がい児を地域で支え、就学を後押し カンボジア

クサイ・カンダール郡内にモデル地域を設け、インクルーシブ教育（IE）の推進に取り組んでい
ます。障がい児のための特別支援学級、IEに関する教材を備えたリソースセンターを設置。ま
た、障がい児を地域で支えるための委員会を18村で運営し、各地で障がい児の就学支援体制を
整えました。また、2006年にAARから独立した首都プノンペンの車いす工房の運営をサポート
し、同工房を通じて24人に車いすを、約400人に補助具を届けました。 コロナ禍の休校中、障がい児に手話の

オンライン授業を実施しました

自身の経験や知識を被害者に伝えていく ウガンダ
地雷や不発弾の被害者からなる現地団体のリーダー14人を対象に研修を行い、障がいに関
する法制度や地雷被害者が利用できるサービスなどを伝えました。リーダーらは研修で学ん
だ知識を活かし、各地の地雷被害者を支えています。 地雷・不発弾被害者リーダー向けの

ワークショップを行いました

東京事務局　紺野 誠二
インクルーシブ教育：IE(Inclusive Education)
     →障がいの有無や人種、言語の違いなどにかかわらず、すべての子どもたちに開かれた教室、学習施設、教育制度

地域に根差したリハビリテーション：CBR(Community-Based Rehabilitation)
　→貧困や機会の不平等など障がいのある方々が抱える課題や困難を、障がい当事者やその家族、地域の方々、
       政府・非政府系のサービスなど地域のマンパワーを活用して解決していこうとする手法

用語解説

PICK UP ▶5カ国でインクルーシブ教育（IE）を推進
▶ラオスで女性を主とした障がい者８０人の生計支援を通じて経済的自立を後押し
▶タジキスタンの小学校7校で、施設のバリアフリー化や障がい児のための学習支援室を設置

PICK UP

地雷除去作業は一つひとつ手作業で行います（アフガニスタン）　©THE HALO TRUST AARが提供した車いすで通学するファフリディンさん（タジキスタン）
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コロナの影響による休校措置に伴い、多くの事業地で支援活動の一部中断を余儀なくされました。こ
うした状況下でも、自宅でできる学習やリハビリ方法を障がい者に伝えました。コロナの感染が落ち
着いた地域では、施設のバリアフリー化や教員・住民らへの研修を通じて、障がい者を地域で支えな
がら通学・就労できる仕組みづくりを進めました。

コロナ禍でも地域で障がい者をサポート

障がい者支援

DISABILITY AND  DEVELOPMENT

障
が
い
者
支
援

就労支援とリハビリ指導を実施

最大都市ヤンゴンでは、障がい者のための職業訓練校が新型コロナウイルスの
影響で休校となり、洋裁・理容美容・パソコンの各コースでオンライン教材を作
成、卒業生を対象に配信したほか、就職斡旋を行い、計526人を支援しました。里
親事業「子どもの未来プログラム」では、障がい児にビデオ電話を通じたリハビ
リ指導や学習支援を行うとともに、家庭内でリハビリを行うための冊子を配付
し、計348人を支援。また、小学校でインクルーシブ教育（IE）を導入するための準
備を進めました。 自宅で母親が子どもにリハビリを施せるよう、冊子を作

成し、配付しました

地域住民の理解を深め、通学を支援

ヒッサール市内の小学校7校で、施設のバリアフリー化や障がい児のための学習
支援室を設置したほか、教員へのインクルーシブ教育（IE）や手話の研修を行い、
誰もが学べる環境づくりに取り組みました。また、地域でのイベントやテレビ放
映を通じて住民の障がいへの理解を促進しました。さらに、障がい者の就労を後
押しするため、洋裁や商品販売などの技術を指導し、計8,137人を支援しました。

聴覚障がい者向けにミシンの使用訓練を通じた就労支
援を実施しました

障がい児への特別教育の一環で、地域のボランティアが
読み聞かせを行っています

課題を地域で解決していく ミャンマー（カレン州）

ミャンマー（ヤンゴン）

カレン州では地域に根差したリハビリテーション（CBR）を推進しています。地域
住民ボランティアの育成や学校施設のバリアフリー化など、障がい者を地域で支
えるための取り組みを行い、障がい者には補助具の提供や収入向上のための養
豚、石けん作りなどの技術を指導しました。新型コロナウイルス感染拡大の影響
を受けた障がい者世帯に食料と衛生用品を配付したほか、小学校でのインク
ルーシブ教育（IE）導入に向けた調整を進め、計4,138人を支援しました。

視覚障がい者の講師による点字教室を開催しました

障がい児も安心して通学できる環境を パキスタン

ハリプール郡中心部の小学校2校で、インクルーシブ教育（IE）を小学校で推進す
るために、教員や住民らによるチームを作り、障がいへの理解を深める研修を実
施。その後、学校内に手すりやスロープ、障がい児用の机などを設置し、トイレを
バリアフリー化したほか、障がい児家庭を訪問して障がいを理由に通学していな
かった子どもをサポートし、21人が就学しました。

障がい児が学校で学ぶための体制づくり アフガニスタン

パルワーン県の公立校４校で、郡教育局職員や校長らと連携を図り、インクルー
シブ教育（IE）を導入するための委員会を設置。同委員会メンバーや教育関係者
を対象に、障がいやIEについての研修を行い、障がい児を受け入れるための体
制を整えました。さらに、教員に点字や手話を指導するとともに、視覚障がい児
のための点字教科書の制作を進めました。

東京事務局　園田 知子
1979年の国連主催の国際会議で「健康であることが人間の権利であると認め、それを達成するために地域住民の参加や
自己決定を保証する」概念が提唱されました。その後、障がい者のエンパワメントと、あらゆる取り組みに障がい配慮の視
点を取り入れることが進められましたが、障がい者はあくまで支援の対象であるという位置づけでした。そのため、「障が
い者が社会の一員として主体的に活動や意思決定に携わり、ともに社会をつくる」取り組みが重要視されています。

タジキスタン

障がい者支援の歴史～支援の対象から、社会の一員という主体へ～

「みんなと一緒に勉強できるのが嬉しい」 

AARアフガニスタン事務所は、校舎のバリアフリー化や、校内に校長と教員で構成する「インクルーシブ教育（IE）推
進委員会」を設立するなどして、2014年よりIEの推進に取り組んでいます。委員会のメンバーは、専門家による研修
を受講し、障がい児一人ひとりの特性に応じた学校での配慮や、コミュニケーション方法について学んでいます。委
員会メンバーからは、「AARの支援によって学習環境が整備され、現在当校に通う障がいのある子のすべてが、ほか
の子どもたちと同じように勉強を続けることができるようになっています」といった声が聞かれます。学校に通えるよ
うになった子どもたちの声をご紹介します。

イブラヒム君（仮名・8歳・男の子）

「僕は視覚に障がいがあります。お父さんから学校に行くように勧められた時はちょっと不安で
した。でも、同じクラスの子が親切にしてくれたり、学校の先生たちも座席を一番前にしてくれ
たりして、今では学校に行くのが楽しみになりました。ほかのみんなと同じように勉強できて嬉
しいです。一緒に学校に行く友だちもできました。僕自身がとても変わったと感じています」

「私は爆発物で耳を負傷し、よく聞こえません。最初は学校に入学できると思っていませんでし
た。でもある日、先生が家に来て、障がい児のための補習クラスを開設したことを話してくれまし
た。私だけでなく家族も勇気づけられ、学校に通い始めることができました。勉強ができるように
なってから自分の成長を感じてとても嬉しいです」

「自分の成長を感じています」 
サミらさん（仮名・10歳・女の子）

アフガニスタン

Reports from the Field －支援の現場から－

18 19





そのほか、助成金として以下の法人・組織よりご支援いただきました。
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